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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．消費税等の会計処理は税抜方式によっている。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。 

３．従業員数欄の（外書）はパート従業員である。 

  

回次 第82期中 第83期中 第84期中 第82期 第83期 

会計期間 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成15年 
９月30日 

自 平成16年
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成16年 
３月31日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

売上高      （千円） 1,609,955 1,616,918 1,283,985 3,551,340 3,454,870 

経常利益     （千円） 92,886 76,732 46,477 216,117 179,996 

中間（当期）純利益又は純損
失（△印）    （千円） 

61,209 36,283 △ 626,490 133,398 91,702 

純資産額     （千円） 2,145,610 2,253,553 1,680,997 2,217,630 2,308,331 

総資産額     （千円） 7,685,561 7,917,348 7,016,694 7,836,501 7,954,769 

１株当たり純資産額（円） 199.46 209.56 156.39 206.18 214.70 

１株当たり中間（当期）純利
益又は純損失（△印） 
         （円） 

5.69 3.37 △  58.28 12.40 8.52 

潜在株式調整後１株当たり中
間（当期）純利益 （円） 

－ － － － － 

自己資本比率   （％） 27.92 28.46 23.96 28.30 29.02 

営業活動によるキャッシュ・
フロー      （千円） 

189,926 119,389 △ 36,208 318,314 196,744 

投資活動によるキャッシュ・
フロー      （千円） 

△  4,772 △ 120,608 △   895 △ 110,225 △ 120,703 

財務活動によるキャッシュ・
フロー      （千円） 

△ 89,182 78,415 △ 78,980 △ 204,864 △  26,883 

現金及び現金同等物の中間期
末（期末）残高  （千円） 

618,264 603,379 461,632 521,709 570,606 

従業員数     （名） 
54 
(6) 

52
(8) 

47
54
(8) 

48 
(2) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．消費税等の会計処理は税抜方式によっている。 

２．「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間（当期）純利益金額」及び「潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利

益金額」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略している。 

  

回次 第82期中 第83期中 第84期中 第82期 第83期 

会計期間 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成15年 
９月30日 

自 平成16年
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成16年 
３月31日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

売上高      （千円） 1,587,246 1,597,411 1,268,738 3,476,373 3,386,001 

経常利益     （千円） 97,279 100,527 61,833 234,927 217,323 

中間（当期）純利益又は純損
失（△印）    （千円） 

65,286 53,271 △ 630,069 126,296 115,662 

資本金      （千円） 540,000 540,000 540,000 540,000 540,000 

発行済株式総数  （株） 10,800,000 10,800,000 10,800,000 10,800,000 10,800,000 

純資産額     （千円） 2,157,666 2,271,383 1,702,251 2,218,520 2,333,135 

総資産額     （千円） 7,599,926 7,838,329 6,966,956 7,752,910 7,897,405 

１株当たり中間（年間）配当
額        （円） 

－ － － － － 

自己資本比率   （％） 28.39 28.98 24.43 28.62 29.54 

従業員数     （名） 46 46 44 48 44 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はない。ま

た、関係会社に異動はない。 

  

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、関係会社に異動はない。 

  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員である。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員である。 

  

(3）労働組合の状況 

 特記事項なし。 

  

  

  平成17年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名）

繊維事業 24 

システム事業 15 

不動産賃貸事業 － 

全社（共通） 8 

合計 47 

  平成17年９月30日現在

従業員数（名） 44 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、好調な企業収益を背景とした民間設備投資の増加や雇用・所得環境の改善、個

人消費の回復など、景気は緩やかな回復基調で推移いたしました。 

 このような状況下、売上高は12億８千３百万余円と前中間連結会計期間に比べ３億３千２百万余円（△20.6％）の減収とな

り、経常利益については４千６百万余円と前中間連結会計期間に比べ３千万余円（△39.4％）の減少となりました。また、中

間純損失につきましては、棚卸資産評価損５億８千万余円を特別損失として計上したこと及び法人税等の計上により６億２千

６百万余円と、前中間連結会計期間に比べ６億６千２百万余円の損失の増加となりました。 

   事業の種類別セグメントの業績は次の通りです。 

 繊維事業につきましては、国内消費は未だに低迷状態にあるなか、アパレルが海外素材による海外縫製を増加させ、国内生

産の需要は益々縮小し、各生産地や国内素材メーカーでは厳しい状況が続いています。この情勢下、紡績糸は当社主力のスラ

ブ糸やネップ糸は横ばいで推移しました。しかしながら、カシミヤ、アンゴラなどの獣毛混糸が増加したことにより、増収と

なりました。輸入インド糸につきましては、コンパクト糸(毛羽の少ない糸)は増加しましたが、細番手や強撚糸などの減少に

より減収、減益となりました。ニットは、生地につきましては短サイクル、小ロット化に対応し増収となりました。しかし、

二次製品につきましては、外注委託先に対する寄託済の仕掛品等の返還要求等により、当中間連結会計期間の半ばより縫製委

託加工業務の取引が停止状態となったため減収、減益となりました。織物は、海外シフトが昨年以上に顕著になり減収となり

ました。しかしながら、高級品を要求される交織、異色品などの貢献により増益となりました。連結子会社の同興ニット株式

会社が行っています縫製品につきましては、主力の肌着が依然として不振なため減収となりましたが、前連結会計年度におい

て自社での生産を停止し生産を外注化したことにより損失額は軽減されました。 

以上の結果、売上高は10億２千４百万余円と前中間連結会計期間に比べ３億１千９百万余円の減収となり、営業利益は３百

万余円と前中間連結会計期間に比べ１千４百万余円の減少となりました。 

 システム事業につきましては、設備投資拡大の流れを受けシステム設備更新の受注を受けましたが、前年には及ばず、売上

高は６千２百万余円と前中間連結会計期間に比べ１千３百万余円の減収となり、営業利益は２千万余円と前中間連結会計期間

に比べ９百万余円の減少となりました。 

 不動産賃貸事業につきましては、売上高は１億９千７百万余円と前中間連結会計期間と同水準で推移しました。しかしなが

ら、営業利益は１億１千５百万余円とコストの低減により前中間連結会計期間に比べ若干の増益となりました。 

  

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の減少などありましたが、棚卸資産評価損を５億８

千万余円計上したことを主要因として税金等調整前中間純損失が発生したことにより、使用した資金は３千６百万余円と前中

間連結会計期間に比べ１億５千５百万余円支出の増加となりました。投資活動によるキャッシユ・フローは有形固定資産の取

得のみで若干の支出となり、前中間連結会計期間に比べ１億１千９百万余円減少しました。財務活動によるキャッシュ・フ

ローは、借入金の返済や社債の償還を進めたことにより、使用した資金は７千８百万余円と前中間連結会計期間に比べ１億５

千７百万余円資金の減少となりました。これらの結果、現金及び現金同等物中間期末残高は４億６千１百万余円と前中間連結

会計期間末に比べ１億４千１百万余円減少しました。 

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績は次のとおりである。 

 （注）１．金額は製造原価によっている。 

２．繊維事業はニット及び縫製の一部を除き外注により生産を行っている。 

３．上表の金額は消費税等抜きであり、以下外注加工費実績、製品仕入実績、販売実績の各金額も同様である。 

  

(2）外注の状況 

 当社グループ（当社及び連結子会社、以下同じ）の繊維事業については、糸加工、編立加工、染色加工等を外注に依存して

おり、当中間連結会計期間の外注加工費は、105,753千円（前中間連結会計期間比△28.6％）である。 

  

(3）製品仕入実績 

 当中間連結会計期間における製品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりである。 

  

(4）受注状況 

 当社グループは主として見込生産を行っており、受注生産はほとんど行っていない。 

  

(5）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりである。 

 （注） 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

  

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はない。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前中間連結会計期間比（％） 

繊維事業 138,887 △ 28.4 

合計 138,887 △ 28.4 

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前中間連結会計期間比（％） 

繊維事業 903,118 △ 17.1 

システム事業 548 15.4 

合計 903,666 △ 17.1 

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前中間連結会計期間比（％） 

繊維事業 1,024,124 △ 23.8 

システム事業 62,003 △ 17.5 

不動産賃貸事業 197,857 － 

合計 1,283,985 △ 20.6 

  
相手先 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

  金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

  三菱商事株式会社 315,933 19.5 268,729 20.9 

  ユニー株式会社 197,857 12.2 197,857 15.4 



４【経営上の重要な契約等】 

 特記事項なし。 

  

５【研究開発活動】 

 特記事項なし。 

  

  



第３【設備の状況】 

  

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、自社での生産を停止していた連結子会社である同興ニット株式会社の設備のうち、機械装置

（帳簿価額599千円）、工具器具備品（帳簿価額431千円）の売却等を行った。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 平成17年９月30日現在において、重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はない。 

  

  



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成17年10月20日開催の取締役会決議により、平成17年11月25日付にて発行した新株式

2,500,000株が含まれている。 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当なし。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）平成17年11月25日を払込期日とする第三者割当による増資により、発行済株式総数が2,500千株、資本金及び資本準備金がそ

れぞれ425,000千円増加している。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 43,200,000 

計 43,200,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数
（平成17年12月26日） 

上場証券取引所名 内容 

普通株式 10,800,000 13,300,000

名古屋証券取引所
（市場第二部） 
大阪証券取引所 
（市場第二部） 

－ 

計 10,800,000 13,300,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高(千株) 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日 

－ 10,800 － 540,000 － 1,296 



(4）【大株主の状況】 

 （注）１．上記のほか、証券保管振替機構名義の株式が94千株ある。 

    ２．株式会社アポロ・インベストメント（旧商号株式会社エルメ）は、平成17年６月７日付にて、前事業年度末現在におい

て主要株主であった株式会社エス・エー貿易より当社株式を取得し、当中間期末現在では主要株主となっており、株式

会社エス・エー貿易は主要株主でなくなっている。 

    平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 
（％） 

河合 毅 三重県伊賀市上野魚町2859－２ 2,862 26.50 

株式会社アポロ・インベスト
メント 

大阪市中央区瓦町１丁目６－10 1,351 12.51 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１－２ 528 4.89 

立川 良三 神戸市東灘区御影町郡家大蔵42 358 3.32 

岩崎 由雄 東京都中央区日本橋小網町18－20－709 349 3.23 

立川 友三 神戸市東灘区御影町郡家大蔵42 323 3.00 

日本興亜損害保険株式会社 東京都千代田区霞が関３丁目７－３ 268 2.48 

岡三証券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目17－６ 158 1.46 

株式会社だいこう証券ビジネ
ス 

大阪市中央区北浜２－４－６ 123 1.14 

江淵 克彦 東京都中野区弥生町１－35－15 106 0.98 

計 － 6,427 59.51 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が94,000株（議決権94個）含まれてい

る。 

  

②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 株価は大阪証券取引所市場第二部におけるものである。 

  

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式）
普通株式   51,000 

－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 10,636,000 10,636 － 

単元未満株式 普通株式  113,000 － － 

発行済株式総数 10,800,000 － － 

総株主の議決権 － 10,636 － 

      平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

（自己保有株式） 
同興紡績株式会社 

愛知県丹羽郡大口町
大字小口字野田野東
16番地の３ 

51,000 － 51,000 0.48

計 － 51,000 － 51,000 0.48

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 398 385 400 370 355 479 

最低（円） 348 310 330 330 312 322 



３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は次のとおりである。 

(1）退任役員 

  

(2）役職の異動 

役名 職名 氏名 退任年月日 

取締役 総務部長兼財務部長 天野哲夫 平成17年10月15日 

取締役 営業管理担当 箱谷哲治 平成17年10月15日 

取締役 システム事業部長 志熊昌宏 平成17年10月15日 

取締役 ─ 福喜多守嘉 平成17年11月18日 

取締役 ─ 大角正幸 平成17年11月18日 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

代表取締役社
長 

兼営業部長 
代表取締役
社長 

─ 立川良三 平成17年８月24日 

取締役 
企画開発室長兼営業部
長代理 

取締役
企画開発室
長 

加藤哲夫 平成17年８月24日 

取締役 
社長室長兼経理部長兼
システム事業部長 

取締役
社長室長兼
経理部長 

横山純一 平成17年10月15日 



第５【経理の状況】 

  

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号。以

下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中

間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）及び前

中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）並びに、当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９

月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び中間財務諸表につい

て、中央青山監査法人の中間監査を受けている。 

  

  



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金    603,379 461,632  570,606 

２．受取手形及び売掛
金 

   519,324 394,354  661,235 

３．棚卸資産    850,504 393,037  838,231 

４．繰延税金資産    17,347 404  13,729 

５．その他    5,359 4,526  5,495 

６．貸倒引当金    △ 18,201 △ 25,758  △ 17,067 

流動資産合計    1,977,715 25.0 1,228,196 17.5  2,072,230 26.1

Ⅱ 固定資産       

(1）有形固定資産 ※1.2     

１．建物及び構築物    2,586,451 2,479,459  2,532,695 

２．土地    3,027,858 3,027,858  3,027,858 

３．その他    33,753 24,683  28,503 

有形固定資産合計    5,648,063 5,532,001  5,589,057 

(2）無形固定資産    3,865 3,653  3,937 

(3）投資その他の資産       

１．繰延税金資産    33,154 －  35,951 

２．長期性預金    220,000 220,000  220,000 

３．その他    34,550 32,842  33,592 

投資その他の資産
合計 

   287,704 252,842  289,543 

固定資産合計    5,939,633 75.0 5,788,497 82.5  5,882,538 73.9

資産合計    7,917,348 100.0 7,016,694 100.0  7,954,769 100.0



  

  

    
前中間連結会計期間 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．支払手形及び買掛
金 

   666,302 505,477  734,528 

２．短期借入金    156,711 130,229  138,192 

３．一年内償還社債    － 170,000  170,000 

４．未払法人税等    36,696 44,514  43,637 

５．未払消費税等    6,968 5,860  11,159 

６．賞与引当金    24,060 19,322  23,745 

７．その他    46,203 45,518  47,858 

流動負債合計    936,942 11.8 920,922 13.1  1,169,120 14.7

Ⅱ 固定負債       

１．社債    360,000 120,000  155,000 

２．長期借入金    159,665 73,436  108,569 

３．土地再評価に係る
繰延税金負債 

   1,068,635 1,068,635  1,068,635 

４．退職給付引当金    84,851 98,885  91,413 

５．長期預り金    3,053,666 3,053,666  3,053,666 

６．その他    34 150  32 

固定負債合計    4,726,852 59.7 4,414,774 62.9  4,477,317 56.3

負債合計    5,663,794 71.5 5,335,697 76.0  5,646,438 71.0

（少数株主持分）       

少数株主持分    － － － －  － －

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    540,000 6.8 540,000 7.7  540,000 6.8

Ⅱ 資本剰余金    1,296 0.0 1,296 0.0  1,296 0.0

Ⅲ 利益剰余金    108,034 1.4 △ 463,036 △ 6.6  163,454 2.1

Ⅳ 土地再評価差額金    1,610,992 20.4 1,610,992 23.0  1,610,992 20.2

Ⅴ その他有価証券評価
差額金 

   162 0.0 245 0.0  204 0.0

Ⅵ 自己株式    △  6,932 △ 0.1 △ 8,501 △ 0.1  △  7,616 △ 0.1

資本合計    2,253,553 28.5 1,680,997 24.0  2,308,331 29.0

負債、少数株主持分
及び資本合計 

   7,917,348 100.0 7,016,694 100.0  7,954,769 100.0



②【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    1,616,918 100.0 1,283,985 100.0  3,454,870 100.0

Ⅱ 売上原価    1,295,186 80.1 984,639 76.7  2,777,499 80.4

売上総利益    321,731 19.9 299,346 23.3  677,370 19.6

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１  246,077 15.2 257,013 20.0  490,661 14.2

営業利益    75,653 4.7 42,332 3.3  186,709 5.4

Ⅳ 営業外収益       

１．受取利息   372  1,231 1,365  

２．仕入割引   2,076  1,292 4,209  

３．為替差益   4,473  7,110 －  

４．デリバティブ評価
益 

  1,643  － 2,669  

５．その他   2,238 10,804 0.6 2,983 12,617 1.0 7,788 16,032 0.5

Ⅴ 営業外費用       

１．支払利息   4,271  3,582 8,514  

２．借入保証料   2,101  2,132 4,450  

３．社債発行費   2,280  － 2,280  

４．製品評価損   －  1,402 5,359  

５．その他   1,072 9,725 0.6 1,355 8,472 0.7 2,141 22,746 0.7

経常利益    76,732 4.7 46,477 3.6  179,996 5.2

Ⅵ 特別損失       

１．減損損失 ※２ 1,271  － 1,271  

２．特別退職金   －  － 4,282  

３．棚卸資産評価損 ※３ － 1,271 0.0 580,353 580,353 45.2 － 5,554 0.1

税金等調整前中間
（当期）純利益又は
純損失（△印） 

   75,461 4.7 △ 533,875 △41.6  174,442 5.1

法人税、住民税及び
事業税 

  31,391  43,255 74,162  

法人税等調整額   7,786 39,177 2.5 49,359 92,615 7.2 8,577 82,739 2.4

中間（当期）純利益
又は純損失（△印） 

   36,283 2.2 △ 626,490 △48.8  91,702 2.7



③【中間連結剰余金計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）     

Ⅰ 資本剰余金期首残高    1,296 1,296  1,296

Ⅱ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

   1,296 1,296  1,296

（利益剰余金の部）     

Ⅰ 利益剰余金期首残高    70,986 163,454  70,986

Ⅱ 利益剰余金増加高     

１．中間（当期）純利
益 

  36,283 ― 91,702 

２．土地再評価差額金
取崩額 

  764 37,047 ─ ─ 764 92,467

Ⅲ 利益剰余金減少高     

 １．中間純損失   ─ ─ 626,490 626,490 ─ ─

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

   108,034 △ 463,036  163,454

      



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

    
前中間連結会計期間

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャ
ッシュ・フロー 

  

１．税金等調整前中間
（当期）純利益又
は純損失（△印） 

  75,461 △ 533,875 174,442 

２．減価償却費   59,479 57,294 118,971 

３．減損損失   1,271 ─ 1,271 

４．貸倒引当金の増減
額 

  △  10,517 8,691 △  11,651  

５．退職給付引当金の
増減額 

  1,893 7,471 8,455 

６．受取利息及び受取
配当金 

  △   422 △ 1,281 △   1,416  

７．支払利息   4,271 3,582 8,514 

８．棚卸資産評価損   ─ 580,353 ─ 

９．売上債権の増減額   113,110 266,881 △  28,799  

10．棚卸資産の増減額   △  63,595 △ 135,159 △  51,321  

11．仕入債務の増減額   △  27,907 △ 229,050 40,318 

12．未払消費税等の増
減額 

  △  3,527 △  5,298 662 

13．その他   △  1,826 △ 11,088 4,591 

小計   147,691 8,519 264,039 

14．利息及び配当金の
受取額 

  422 1,281 1,416 

15．利息の支払額   △  4,335 △  3,548 △  8,523 

16．法人税等の支払額   △  24,388 △ 42,461 △  60,187  

営業活動によるキャ
ッシュ・フロー 

  119,389 △ 36,208 196,744 



  

  

  次へ 

    
前中間連結会計期間

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャ
ッシュ・フロー 

  

１．定期預金の預入れ
による支出 

  △ 120,000 ─ △ 120,000 

２．有形固定資産の取
得による支出 

  △   608 △   895 △   321 

３．無形固定資産の取
得による支出 

  ─ ─ △   382 

投資活動によるキャ
ッシュ・フロー 

  △ 120,608 △   895 △ 120,703 

Ⅲ 財務活動によるキャ
ッシュ・フロー 

  

１．短期借入れによる
収入 

  100,000 80,000 140,000 

２．短期借入金の返済
による支出 

  △  96,997 △ 72,000 △ 152,997 

３．長期借入れによる
収入 

  30,000 ─ 30,000 

４．長期借入金の返済
による支出 

  △  51,799 △ 51,096 △ 105,414 

５．社債の発行による
収入 

  117,612 ─ 117,612 

６．社債の償還による
支出 

  △  20,000 △ 35,000 △  55,000 

７．自己株式の取得に
よる支出 

  △   400 △   884 △  1,084 

財務活動によるキャ
ッシュ・フロー 

  78,415 △ 78,980 △  26,883 

    

Ⅳ 現金及び現金同等物
に係る換算差額 

  4,473 7,110 △   260 

Ⅴ 現金及び現金同等物
の増減額 

  81,670 △ 108,973 48,896 

Ⅵ 現金及び現金同等物
の期首残高 

  521,709 570,606 521,709 

Ⅶ 現金及び現金同等物
の中間期末（期末）
残高 

※ 603,379 461,632 570,606 

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 

 当社の子会社は連結子会社の同

興ニット株式会社のみであり、し

たがって連結の範囲から除外する

子会社はない。 

 同左  同左 

２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 

 該当なし。  該当なし。  該当なし。 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

３．連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

 連結子会社の中間期の末日は、

中間連結決算日に一致している。 

 同左  連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日に一致している。 

４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 棚卸資産 ① 棚卸資産 ① 棚卸資産 

 移動平均法による原価法  同左  同左 

② 有価証券 ② 有価証券 ② 有価証券 

満期保有目的の債券 満期保有目的の債券 満期保有目的の債券 

 償却原価法  同左  同左 

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定し

ている。） 

 同左  決算期末日の市場価格

等に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定し

ている。） 

時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

 移動平均法による原価

法 

 同左  同左 

③ デリバティブ ③ デリバティブ ③ デリバティブ 

 時価法  同左  同左 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 ① 有形固定資産 ① 有形固定資産 

 定率法を採用している。な

お、ショッピングセンター用

建物、構築物等については、

定額法を採用している。 

 主な耐用年数は次のとおり

である。 

建物及び構築物 

６年～47年 

機械装置及び運搬具 

２年～10年 

 ショッピングセンター用 

建物及び構築物 

８年～50年 

 同左  同左 

② 無形固定資産 ② 無形固定資産 ② 無形固定資産 

 定額法を採用している。な

お、自社利用のソフトウェア

については、社内における利

用可能期間（５年）に基づい

ている。 

 同左  同左 

(3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に

備えるため一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は、個別に回収可能性を勘案

して、必要と認められる額を

計上している。 

 同左  同左 

② 賞与引当金 ② 賞与引当金 ② 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、支給

見込額に基づき計上してい

る。 

 同左  従業員の賞与に充てるため

夏期実際支給予定額のうち当

連結会計年度負担分を見積計

上している。 

③ 退職給付引当金 ③ 退職給付引当金 ③ 退職給付引当金 

 中間連結財務諸表提出会社

は、従業員の退職給付に備え

るため、当中間連結会計期間

末における退職給付債務及び

年金資産に基づき計上してい

る。 

 同左  連結財務諸表提出会社は、

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

に基づき計上している。 



  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(4）重要なリース取引の処理方法 (4）重要なリース取引の処理方法 (4）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っている。 

 同左  同左 

(5）重要なヘッジ会計の方法 (5）重要なヘッジ会計の方法 (5）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

 中間連結財務諸表提出会社

は、金利スワップについて特

例処理を採用している。 

 同左  連結財務諸表提出会社は、

金利スワップについて特例処

理を採用している。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

 金利スワップの手段を用い

て、金利変動のリスクをヘッ

ジしている。 

 同左  同左 

③ ヘッジ方針 ③ ヘッジ方針 ③ ヘッジ方針 

 金利変動のリスク負担の適

正化に限定している。 

 同左  同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 ④ ヘッジ有効性評価の方法 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップの特例処理の

要件を満たしているためヘッ

ジ有効性の判定は省略してい

る。 

 同左  同左 

(6）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項 

(6）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項 

(6）その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理 ① 消費税等の会計処理 ① 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会

計処理は、税抜方式によって

いる。 

 同左  同左 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

５．連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資。 

 同左  同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

表示方法の変更 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準）   （固定資産の減損に係る会計基準） 

 固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）が平成16年３月31日に

終了する連結会計年度に係る連結

財務諸表から適用できることにな

ったことに伴い、当中間連結会計

期間から同会計基準及び同適用指

針を適用している。これにより税

金等調整前中間純利益は1,271千

円減少している。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づき土地の金額から直接控

除している。 

────── 

  

 固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）が平成16年３月31日に

終了する連結会計年度に係る連結

財務諸表から適用できることにな

ったことに伴い、当連結会計年度

から同会計基準及び同適用指針を

適用している。これにより税金等

調整前当期純利益は1,271千円減

少している。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の連結財務諸表規則に

基づき土地の金額から直接控除し

ている。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

  

──────── 

  

 中間連結貸借対照表の「一年内償還社債」は金額的重

要性が増したため、独立科目として区分掲記している。 

 なお、前中間連結会計期間の一年内償還社債は70,000

千円で固定負債の社債に含めている。       



追加情報 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 「地方税法等の一部を改正する

法律」（平成15年法律第９号）が

平成15年３月31日に公布され、平

成16年４月１日以後に開始する事

業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当中間連結

会計期間から「法人事業税におけ

る外形標準課税部分の損益計算書

上の表示についての実務上の取扱

い」（平成16年２月13日企業会計

基準委員会実務対応報告第12号）

に従い、法人事業税の付加価値割

及び資本割については販売費及び

一般管理費に計上している。この

結果、販売費及び一般管理費が

1,413千円増加し、営業利益、経

常利益、税金等調整前中間純利益

はそれぞれ1,413千円減少してい

る。 

  

────── 

  

 「地方税法等の一部を改正する

法律」（平成15年法律第９号）が

平成15年３月31日に公布され、平

成16年４月１日以後に開始する事

業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当連結会計

年度から「法人事業税における外

形標準課税部分の損益計算書上の

表示についての実務上の取扱い」

（平成16年２月13日企業会計基準

委員会実務対応報告第12号）に従

い、法人事業税の付加価値割及び

資本割については販売費及び一般

管理費に計上している。この結

果、販売費及び一般管理費が

2,892千円増加し、営業利益、経

常利益、税金等調整前当期純利益

はそれぞれ2,892千円減少してい

る。 



注記事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（中間連結貸借対照表関係） （中間連結貸借対照表関係） （連結貸借対照表関係） 

(千円) (千円) (千円) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

906,494 998,492 960,812 

※２ 担保に供されている資産及び

当該担保が付されている債務 

※２ 担保に供されている資産及び

当該担保が付されている債務 

※２ 担保に供されている資産及び

当該担保が付されている債務 

(千円) (千円) (千円) 

(1）工場財団 (1）工場財団 (1）工場財団 
  

担保資産  

土地 2,692,142 

(計) (2,692,142)

  
担保資産  

土地 2,692,142 

(計) (2,692,142)

担保資産  

土地 2,692,142 

(計) (2,692,142)

(2）共同根抵当権 (2）共同根抵当権 (2）共同根抵当権 
  

担保資産  

建物 2,404,504 

土地 324,643 

(計) (2,729,147)

  
担保資産  

建物 2,312,510 

土地 324,643 

(計) (2,637,153)

担保資産  

建物 2,358,507 

土地 324,643 

(計) (2,683,150)

  
同上に対する債務 

短期借入金 24,000 

長期借入金 192,060 

(一年内返済を含む) 

仕入債務 82,484 

長期預り金 3,051,666 

(計) (3,350,210)

  
同上に対する債務 

短期借入金 8,000 

長期借入金 129,758 

(一年内返済を含む) 

仕入債務 49,731 

長期預り金 3,051,666 

(計) (3,239,155)

同上に対する債務 

短期借入金 8,000 

長期借入金 151,740 

(一年内返済を含む) 

仕入債務 127,293 

長期預り金 3,051,666 

(計) (3,338,699) 

(3）根抵当権 (3）根抵当権 (3）根抵当権 
  

担保資産  

建物 3,650 

土地 7,263 

(計) (10,913)

  
担保資産  

建物 3,288 

土地 7,263 

(計) (10,551)

担保資産   

建物 3,454 

土地 7,263 

(計) (10,718)

  
同上に対する債務 

短期借入金 41,463 

長期借入金 20,000 

(一年内返済を含む) 

(計) (61,463)

  
同上に対する債務 

短期借入金 20,000 

長期借入金 29,907 

(一年内返済を含む) 

(計) (49,907)

同上に対する債務 

短期借入金 20,000 

長期借入金 35,685 

(一年内返済を含む) 

(計) (55,685) 

(千円) (千円) (千円) 
  
 ３ 受取手形割引高 38,587 

  
 ３ 受取手形割引高 39,088  ３ 受取手形割引高 46,806 



  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（中間連結損益計算書関係） （中間連結損益計算書関係） （連結損益計算書関係） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りである。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りである。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りである。 

(千円) (千円) (千円) 
  

  

販売促進費 7,491 

輸送費及び保管料 11,206 

給料及び手当 89,042 

賞与引当金繰入額 22,308 

貸倒引当金繰入額 3,433 

退職給付費用 3,255 

  
販売促進費 7,489 

輸送費及び保管料 10,411 

旅費及び通信費 22,636 

給料及び手当 83,173 

賞与引当金繰入額 17,872 

貸倒引当金繰入額 9,839 

退職給付費用 15,323 

販売促進費 14,797 

輸送費及び保管料 26,555 

旅費及び通信費 41,345 

給料及び手当 193,287 

賞与引当金繰入額 22,091 

貸倒引当金繰入額 2,089 

退職給付費用 12,355 

※２ 減損損失   ※２ 減損損失 

   当中間連結会計期間におい

て、連結財務諸表提出会社は、

愛知県丹羽郡大口町及び名古屋

市守山区の遊休土地について減

損損失を計上した。 

 当社グループは事業の種類別

セグメントによるグルーピング

を行った。なお事業の用に直接

供していない遊休資産について

は個別に取り扱った。 

 市場価額が下落した遊休土地

の帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失

（1,271千円）として特別損失

に計上した。 

 なお、回収可能価額は重要性

が乏しいため、路線価を基にし

た正味売却価額により評価して

いる。 

────── 

  

   当連結会計年度において、連

結財務諸表提出会社は、愛知県

丹羽郡大口町及び名古屋市守山

区の遊休土地について減損損失

を計上した。 

 当社グループは事業の種類別

セグメントによるグルーピング

を行った。なお事業の用に直接

供していない遊休資産について

は個別に取り扱った。 

 市場価額が下落した遊休土地

の帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失

（1,271千円）として特別損失

に計上した。 

 なお、回収可能価額は重要性

が乏しいため、路線価を基にし

た正味売却価額により評価して

いる。 

  ※３ 棚卸資産評価損   

────── 

  

   当社がニットに関する縫製等 

  委託加工業務から撤退すること 

  に伴い、経済的価値が失われる 

  棚卸資産について評価を行った 

  ものである。 

────── 

  



  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（中間連結キャッシュ・フロー計算

書関係） 

（中間連結キャッシュ・フロー計算

書関係） 

（連結キャッシュ・フロー計算書関

係） 

※  現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係 

※  現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係 

※  現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

(千円) (千円) (千円) 
  
現金及び預金勘定 603,379 

現金及び現金同等物 603,379 

  
現金及び預金勘定 461,632 

現金及び現金同等物 461,632 

現金及び預金勘定 570,606 

現金及び現金同等物 570,606 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．借手側 １．借手側 １．借手側 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

──────  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

  ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

──────   ────── 

② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

  ② 未経過リース料期末残高相当

額 

──────   ────── 

③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

  ③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 
  
  (千円)

支払リース料 267 

減価償却費相当額 267 

  
  (千円)

支払リース料 267 

減価償却費相当額 267 

④ 減価償却費相当額の算定方法   ④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っている。 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っている。 

２．貸手側 ２．貸手側 ２．貸手側 

 オペレーティング・リース取引  オペレーティング・リース取引  オペレーティング・リース取引 
  
未経過リース料 (千円)

１年以内 395,714 

１年超 1,210,544 

合計 1,606,259 

  
未経過リース料 (千円)

１年以内 395,714 

１年超 814,830 

合計 1,210,544 

未経過リース料 (千円)

１年以内 395,714 

１年超 1,012,687 

合計 1,408,402 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間（平成16年９月30日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

  

３．時価評価されていない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

 非上場株式（店頭売買株式を除く）   4,400千円 

  

当中間連結会計期間（平成17年９月30日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

  

３．時価評価されていない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

 非上場株式   4,400千円 

  

  

  
中間連結貸借対照表計
上額（千円） 

時価（千円） 差額（千円） 

国債 10,016 9,995 △  21 

合計 10,016 9,995 △  21 

  取得原価（千円）
中間連結貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

株式 277 526 249 

合計 277 526 249 

  

  
中間連結貸借対照表計
上額（千円） 

時価（千円） 差額（千円） 

国債 10,011 10,004 △  7 

合計 10,011 10,004 △  7 

  取得原価（千円）
中間連結貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

株式 277 673 395 

合計 277 673 395 



前連結会計年度（平成17年３月31日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

  

３．時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

 非上場株式   4,400千円 

  

  

  
連結貸借対照表計上額
（千円） 

時価（千円） 差額（千円） 

国債 10,014 10,028 14 

合計 10,014 10,028 14 

  取得原価（千円）
連結貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

株式 277 598 321 

合計 277 598 321 



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（平成16年９月30日現在） 

 （注）１．時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格によっている。 

    ２．ヘッジ会計が適用されているものについては、記載対象から除いている。 

  

当中間連結会計期間（平成17年９月30日現在） 

当中間連結会計期間は中間期末残高がないため該当なし。 

    （注）ヘッジ会計が適用されているものについては、記載対象から除いている。 

  

前連結会計年度（平成17年３月31日現在） 

当連結会計年度は期末残高がないため該当なし。 

    （注）ヘッジ会計が適用されているものについては、記載対象から除いている。 

  

  

対象物の種類 取引の種類 契約額等（米ドル） 時価（千円） 評価損益（千円） 

通貨 

通貨オプション取引 

買      建

円プット米ドルコール 1,000,000 △ 1,026 △ 1,026 

合計 1,000,000 △ 1,026 △ 1,026 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（平成16年４月１日～平成16年９月30日） 

  

当中間連結会計期間（平成17年４月１日～平成17年９月30日） 

  

前連結会計年度（平成16年４月１日～平成17年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法は、製品の種類・性質の類似性によっており、各事業に属する主な製品は次のとおりである。 

繊維事業……………紡績糸、ニット、織物、縫製品 

システム事業………コンピュータソフトウェア、ＯＡ機器 

不動産賃貸事業……不動産の賃貸 

  
繊維事業 
（千円） 

システム事
業（千円） 

不動産賃貸
事業(千円) 

計
（千円） 

消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

売上高   

(1）外部顧客に対する売上高 1,343,909 75,151 197,857 1,616,918 － 1,616,918

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

－ 75 － 75 (75) －

計 1,343,909 75,226 197,857 1,616,993 (75) 1,616,918

営業費用 1,325,848 45,337 83,051 1,454,237 87,027 1,541,264

営業利益 18,061 29,889 114,805 162,755 (87,102) 75,653

  
繊維事業 
（千円） 

システム事
業（千円） 

不動産賃貸
事業(千円) 

計
（千円） 

消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

売上高   

(1）外部顧客に対する売上高 1,024,124 62,003 197,857 1,283,985 － 1,283,985

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

－ 75 － 75 (75) －

計 1,024,124 62,078 197,857 1,284,060 (75) 1,283,985

営業費用 1,020,266 41,802 81,953 1,144,023 97,629 1,241,653

営業利益 3,858 20,275 115,903 140,036 (97,704) 42,332

  
繊維事業 
（千円） 

システム事
業（千円） 

不動産賃貸
事業(千円) 

計
（千円） 

消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

売上高   

(1）外部顧客に対する売上高 2,914,859 144,297 395,714 3,454,870 － 3,454,870

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

－ 150 － 150 (150) －

計 2,914,859 144,447 395,714 3,455,020 (150) 3,454,870

営業費用 2,843,304 88,066 168,865 3,100,235 167,924 3,268,160

営業利益 71,554 56,381 226,849 354,784 (168,074) 186,709



２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは中間連結財務諸表(連結財務諸表)提出会

社の総務部門等管理部門に係る費用である。 

前中間連結会計期間    87,102千円 

当中間連結会計期間    97,704千円 

前連結会計年度     168,074千円 

  

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間並びに前連結会計年度については、在外連結子会社及び在外支店がないため

記載していない。 

  

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間については海外売上高がないため記載していない。また、当中間連結会計期間及び前連結会計年度に

ついては、海外売上高が連結売上高の10％未満のため記載を省略している。 

  

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額又は中間純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（１株当たり情報） （１株当たり情報） （１株当たり情報） 
  
１株当たり純資産額 209.56円

１株当たり中間純利益 3.37円

  
１株当たり純資産額 156.39円

１株当たり中間純損失  58.28円

１株当たり純資産額 214.70円

１株当たり当期純利益 8.52円

 なお、潜在株式調整後１株当た

り中間純利益金額については、潜

在株式が存在しないため記載して

いない。 

 なお、潜在株式調整後１株当た

り中間純利益金額については、１

株当たり中間純損失であり、ま

た、潜在株式が存在しないため記

載していない。 

 なお、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額については、潜

在株式が存在しないため記載して

いない。 

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

損益計算書の中間（当期）純利益又は
純損失（△印）（千円） 

36,283 △  626,490 91,702 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益又
は純損失（△印）（千円） 

36,283 △  626,490 91,702 

期中平均株式数（株） 10,755,118 10,749,740 10,753,717 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 該当なし 

当中間連結会計期間 

１．第三者割当増資 平成17年10月20日開催の当社取締役会において、第三者割当増資による新株式の発

行に関し下記のとおり決議いたしました。 

  

１．発行新株式数 普通株式 2,500,000株 

２．発行価額 １株につき 金340円 

３．発行価額の総額 850,000,000円 

４．資本組入額 １株につき 金170円 

５．資本組入額の総額 425,000,000円 

６．発行のスケジュール 平成17年10月20日   有価証券届出書提出 

  平成17年11月４日   新株式発行取締役会決議公告 

  平成17年11月18日から平成17年11月24日まで 申込期間 

  平成17年11月25日   払込期日 

  平成17年11月25日   新株券交付日 

７．新株の配当起算日 平成17年10月１日 

８．割当先および割当株式数 グレートステップ・インベストメンツ・リミテッド 

  1,000,000株 

  アンビシャス９号投資事業組合      500,000株 

  アンビシャス10号投資事業組合      500,000株 

  インジニアス・パートナー・グローバル・ファンド・リミ 

テッド                 400,000株 

  株式会社 ケイシュウキャピタル     100,000株 

  計           2,500,000株 

９．資金の使途 新株発行価額の総額850,000千円から発行諸費用の概算額

5,000千円を差し引いた残額845,000千円については全額運転

資金に充当する予定であります。 

    

２．第三者割当増資 平成17年10月20日及び平成17年12月20日開催の当社取締役会において、第三者割当

増資による新株式の発行に関し下記のとおり決議いたしました。 

    

１．発行新株式数 普通株式 12,000,000株 

２．発行価額 １株につき 金210円 

３．発行価額の総額 2,520,000,000円 

４．資本組入額 １株につき 金105円 

５．資本組入額の総額 1,260,000,000円 

６．発行のスケジュール（予定） 平成18年１月12日   新株式発行決議臨時株主総会 

  平成18年１月12日   有価証券届出書提出 

  平成18年１月13日   新株式発行取締役会決議公告 

  平成18年１月27日   申込期日 

  平成18年２月８日   払込期日 

  平成18年２月８日   新株券交付日 

７．新株の配当起算日 平成17年10月１日 

８．割当先および割当株式数 株式会社 アポロ・インベストメント 12,000,000株 

９．資金の使途 新株発行価額の総額2,520,000千円から発行諸費用の概算額

20,000千円を差し引いた残額2,500,000千円については運転

資金及び新たな事業展開のための準備資金に充当する予定で

あります。 



  

10．特定の第三者に対して特に有利な発行価額で株式を発行することから商法第280条ノ２第２項

に基づき、臨時株主総会で決議されることを条件としています。 

11．親会社の異動   

当該第三者割当増資により親会社の異動が生じる予定であります。なお、総株主の議決権に対

する割合は、平成17年10月20日現在で予定しています発行済株式数を基に算出しています。 

(1）当該異動に係る親会社の名称等 

名称     株式会社 アポロ・インベストメント 

住所     大阪市中央区瓦町１―６―10 

代表者の氏名 代表取締役 畑 伊三己 

資本金の額  3,249,000千円（平成17年８月末日現在） 

主な事業内容 投資事業 

(2）当該異動の前後における当該提出会社の親会社の所有に係る当該提出会社の議決権の数及び

その総株主の議決権に対する割合 

①当該親会社の所有議決権の数 

異動前   1,351個 

異動後  13,351個 

②総株主の議決権に対する割合 

異動前   12.57％ 

異動後   52.87％ 

(3）異動予定年月日 

平成18年２月８日 

  

３．新株予約権発行 平成17年10月20日開催の当社取締役会において、新株予約権の発行を決議いたしま

した。なお、具体的な発行および割当の内容は、平成18年１月12日開催予定の当社

臨時株主総会において承認可決されることを条件とし、同株主総会以降に開催され

る当社取締役会の決議をもって決定します。 

（商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づくもの） 

①第１回新株予約権 

１．新株予約権の目的たる 

株式の種類及び数 

当社普通株式 3,000,000株を上限とする。 

（新株予約権１個につき1,000株） 

２．新株予約権の発行総数 3,000個を上限とする。 

３．新株予約権の発行価額 無償 

４．新株予約権の割当先及び割当数 株式会社 アポロ・インベストメント 3,000個 

５．新株予約権の行使に際して 

払込をなすべき額 

新株予約権１個につき金210,000円 

（１株当たり210円） 

６．新株予約権の行使条件 各新株予約権の行使に当たっては、一部行使はできないもの

とする。 

７．新株予約権の消却事由及び 

消却条件 

当社は、いつでも新株予約権を無償で取得し、これを消却す

ることができる。 

８．譲渡制限 新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を受けな

ければできないこととする。 

    



  

(2）【その他】 

訴訟 

大阪市都島区在住のユキｆリングこと富田常夫に対し寄託済の仕掛品等の返還を求める訴訟を平成17年９月29日に大阪地

方裁判所宛提起し、現在係争中である。 

  

②第２回新株予約権   

１．新株予約権の目的たる 

株式の種類及び数 

当社普通株式 3,000,000株を上限とする。 

（新株予約権１個につき1,000株） 

２．新株予約権の発行総数 3,000個を上限とする。 

３．新株予約権の発行価額 無償 

４．新株予約権の割当先 経営戦略上重要な支援者である個人または法人 

５．新株予約権の行使に際して 

払込をなすべき額 

新株予約権１個につき金369,000円 

（１株当たり369円） 

６．新株予約権の行使条件 各新株予約権の行使に当たっては、一部行使はできないもの

とする。 

７．新株予約権の消却事由及び 

消却条件 

当社は、いつでも新株予約権を無償で取得し、これを消却す

ることができる。 

８．譲渡制限 新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を受けな

ければできないこととする。 

    

③第３回新株予約権   

１．新株予約権の目的たる 

株式の種類及び数 

当社普通株式 1,000,000株を上限とする。 

（新株予約権１個につき1,000株） 

２．新株予約権の発行総数 1,000個を上限とする。 

３．新株予約権の発行価額 無償 

４．新株予約権の割当先 当社及び当社子会社の取締役、監査役及び従業員 

５．新株予約権の行使に際して 

払込をなすべき額 

新株予約権の行使により発行する株式１株当たりの払込金額

に付与株式数を乗じた金額とする。 

６．新株予約権の行使条件 新株予約権者が当社または当社子会社の取締役、監査役また

は従業員の場合は、権利行使時においても、当社または当社

子会社の取締役、監査役または従業員の地位にあることを条

件とする。ただし、任期満了による退任、定年退職または当

社の取締役会が正当な理由があると認めた場合は、この限り

ではない。 

  新株予約権の譲渡、質入及びその他の処分及び相続は認めな

い。 

７．新株予約権の消却事由及び 

消却条件 

当社は、いつでも新株予約権を無償で取得し、これを消却す

ることができる。 

８．譲渡制限 新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を受けな

ければできないこととする。 

    

前連結会計年度 該当なし 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  

    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金   601,861  459,779 567,573  

２．受取手形   308,086  255,232 403,086  

３．売掛金   219,744  151,765 261,236  

４．棚卸資産   798,419  368,664 812,924  

５．繰延税金資産   17,096  － 13,539  

６．その他   7,351  3,981 19,115  

７．貸倒引当金   △ 35,274  △ 45,198 △ 45,186  

流動資産合計    1,917,284 24.5 1,194,224 17.1  2,032,290 25.7

Ⅱ 固定資産       

(1）有形固定資産 ※1.2     

１．建物   2,447,102  2,351,858 2,399,446  

２．機械及び装置   4,499  4,040 4,235  

３．土地   3,020,594  3,020,594 3,020,594  

４．その他   159,989  141,917 149,691  

計    5,632,186 5,518,410  5,573,968 

(2）無形固定資産    3,572 3,361  3,645 

(3）投資その他の資産       

１．繰延税金資産   33,154  － 35,951  

２．長期貸付金   －  27,612 －  

３．長期性預金   220,000  220,000 220,000  

４．その他   32,131  30,959 31,550  

５．貸倒引当金   －  △ 27,612 －  

計    285,285 250,959  287,501 

固定資産合計    5,921,044 75.5 5,772,731 82.9  5,865,114 74.3

資産合計    7,838,329 100.0 6,966,956 100.0  7,897,405 100.0



  

  

    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．支払手形   487,367  340,491 543,389  

２．買掛金   176,512  163,132 189,998  

３．短期借入金   112,640  89,640 96,640  

４．一年内償還社債   －  170,000 170,000  

５．未払法人税等   36,516  44,334 43,277  

６．未払消費税等 ※３ 6,932  5,860 10,726  

７．賞与引当金   23,100  18,800 23,100  

８．その他   45,304  45,348 47,321  

流動負債合計    888,372 11.3 877,607 12.6  1,124,453 14.3

Ⅱ 固定負債       

１．社債   360,000  120,000 155,000  

２．長期借入金   111,420  45,780 71,100  

３．繰延税金負債   －  129 －  

４．土地再評価に係る
繰延税金負債 

  1,068,635  1,068,635 1,068,635  

５．退職給付引当金   84,851  98,885 91,413  

６．長期預り金   3,053,666  3,053,666 3,053,666  

固定負債合計    4,678,573 59.7 4,387,097 63.0  4,439,815 56.2

負債合計    5,566,945 71.0 5,264,704 75.6  5,564,269 70.5

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    540,000 6.9 540,000 7.7  540,000 6.8

Ⅱ 資本剰余金       

１．資本準備金   1,296  1,296 1,296  

資本剰余金合計    1,296 0.0 1,296 0.0  1,296 0.0

Ⅲ 利益剰余金       

１．利益準備金   135,000  135,000 135,000  

２．任意積立金   226,000  226,000 226,000  

３．中間（当期）未処
理損失（△印） 

  △ 235,052  △ 802,731 △ 172,662  

利益剰余金合計    125,947 1.6 △ 441,731 △ 6.3  188,337 2.4

Ⅳ 土地再評価差額金    1,610,992 20.6 1,610,992 23.1  1,610,992 20.4

Ⅴ その他有価証券評価
差額金 

   79 0.0 195 0.0  125 0.0

Ⅵ 自己株式    △  6,932 △ 0.1 △ 8,501 △ 0.1  △  7,616 △ 0.1

資本合計    2,271,383 29.0 1,702,251 24.4  2,333,135 29.5

負債・資本合計    7,838,329 100.0 6,966,956 100.0  7,897,405 100.0



②【中間損益計算書】 

  

  

  次へ 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    1,597,411 100.0 1,268,738 100.0  3,386,001 100.0

Ⅱ 売上原価    1,268,548 79.4 968,202 76.3  2,704,457 79.9

売上総利益    328,862 20.6 300,536 23.7  681,544 20.1

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

   230,985 14.5 245,152 19.3  462,983 13.7

営業利益    97,877 6.1 55,384 4.4  218,560 6.4

Ⅳ 営業外収益 ※１  10,744 0.7 11,363 0.9  12,867 0.4

Ⅴ 営業外費用 ※２  8,094 0.5 4,914 0.4  14,104 0.4

経常利益    100,527 6.3 61,833 4.9  217,323 6.4

Ⅵ 特別利益 ※３  － － － －  1,094 0.0

Ⅶ 特別損失 ※4.5  8,577 0.5 599,252 47.3  20,758 0.6

税引前中間（当期）
純利益又は純損失
（△印） 

   91,950 5.8 △ 537,419 △42.4  197,660 5.8

法人税、住民税及び
事業税 

  31,211  43,075 73,802  

法人税等調整額   7,466 38,678 2.5 49,574 92,649 7.3 8,196 81,998 2.4

中間（当期）純利益
又は純損失（△印） 

   53,271 3.3 △ 630,069 △49.7  115,662 3.4

前期繰越損失(△印)    △ 289,089 △ 172,662  △ 289,089 

土地再評価差額金取
崩額 

   764 －  764 

中間（当期）未処理
損失（△印） 

   △ 235,052 △ 802,731  △ 172,662 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

事項 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

１．資産の評価基

準及び評価方法 

(1）棚卸資産 (1）棚卸資産 (1）棚卸資産 

 移動平均法による原価

法 

 同左  同左 

  (2）有価証券 (2）有価証券 (2）有価証券 

  満期保有目的の債券 満期保有目的の債券 満期保有目的の債券 

   償却原価法  同左  同左 

  その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

   中間決算日の市場

価格等に基づく時価

法（評価差額は全部

資本直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算定

している。） 

 同左  決算期末日の市場

価格等に基づく時価

法（評価差額は全部

資本直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により処理

している。） 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

   移動平均法による

原価法 

 同左  同左 

  (3）デリバティブ (3）デリバティブ (3）デリバティブ 

   時価法  同左  同左 

２．固定資産の減

価償却の方法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

 定率法を採用してい

る。なお、ショッピング

センター用建物、構築物

等については、定額法を

採用している。 

 主な耐用年数は次のと

おりである。 

 同左  同左 

  建物   ８年～47年     

  機械装置 ２年～10年     

  工具器具備品     

  ２年～20年     

   ショッピングセンター

用 

    

  建物   ８年～34年     

  構築物  10年～50年     

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

   定額法を採用してい

る。なお、自社利用のソ

フトウェアについては、

社内における利用可能期

間（５年）に基づいてい

る。 

 同左  同左 



事項 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

３．引当金の計上

基準 

(1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損

失に備えるため一般債権

については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別

に回収可能性を勘案し

て、必要と認められる額

を計上している。 

 同左  同左 

  (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

   従業員に対して支給す

る賞与の支出に充てるた

め、支給見込額に基づき

計上している。 

 同左  従業員の賞与に充てる

ため夏期実際支給予定額

のうち当期負担分を見積

計上している。 

  (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備

えるため、当中間会計期

間末における退職給付債

務及び年金資産に基づき

計上している。 

 同左  従業員の退職給付に備

えるため、当期末におけ

る退職給付債務及び年金

資産に基づき計上してい

る。 

４．リース取引の

処理方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

いる。 

 同左  同左 

５．ヘッジ会計の

方法 

① ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについて

特例処理を採用してい

る。 

 同左  同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対

象 

② ヘッジ手段とヘッジ対

象 

② ヘッジ手段とヘッジ対

象 

   金利スワップの手段を

用いて、金利変動のリス

クをヘッジしている。 

 同左  同左 

  ③ ヘッジ方針 ③ ヘッジ方針 ③ ヘッジ方針 

   金利変動のリスク負担

の適正化に限定してい

る。 

 同左  同左 



  

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

表示方法の変更 

  

事項 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

  ④ ヘッジ有効性評価の方

法 

④ ヘッジ有効性評価の方

法 

④ ヘッジ有効性評価の方

法 

   金利スワップの特例処

理の要件を満たしている

ためヘッジ有効性の判定

は省略している。 

 同左  同左 

６．その他中間財

務諸表（財務諸

表）作成のため

の基本となる重

要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式によ

っている。 

消費税等の会計処理 

 同左 

消費税等の会計処理 

 同左 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

（固定資産の減損に係る会計基準）   （固定資産の減損に係る会計基準） 

 固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）が平成16年３月31日に

終了する事業年度に係る財務諸表

から適用できることになったこと

に伴い、当中間会計期間から同会

計基準及び同適用指針を適用して

いる。これにより税引前中間純利

益は1,271千円減少している。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則

に基づき土地の金額から直接控除

している。 

────── 

  

 固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）が平成16年３月31日に

終了する事業年度に係る財務諸表

から適用できることになったこと

に伴い、当事業年度から同会計基

準及び同適用指針を適用してい

る。これにより税引前当期純利益

は1,271千円減少している。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基

づき土地の金額から直接控除して

いる。 

前中間会計期間 当中間会計期間

  

──────── 

  

 中間貸借対照表の「一年内償還社債」は負債及び資

本の合計額の100分の１を超えているため、独立科目と

して区分掲記している。 

 なお、前中間会計期間の一年内償還社債は70,000千

円で固定負債の社債に含めている。 



追加情報 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

 「地方税法等の一部を改正する

法律」（平成15年法律第９号）が

平成15年３月31日に公布され、平

成16年４月１日以後に開始する事

業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当中間会計

期間から「法人事業税における外

形標準課税部分の損益計算書上の

表示についての実務上の取扱い」

（平成16年２月13日企業会計基準

委員会実務対応報告第12号）に従

い、法人事業税の付加価値割及び

資本割については販売費及び一般

管理費に計上している。この結

果、販売費及び一般管理費が

1,413千円増加し、営業利益、経

常利益、税引前中間純利益はそれ

ぞれ1,413千円減少している。 

  

────── 

  

 「地方税法等の一部を改正する

法律」（平成15年法律第９号）が

平成15年３月31日に公布され、平

成16年４月１日以後に開始する事

業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当事業年度

から「法人事業税における外形標

準課税部分の損益計算書上の表示

についての実務上の取扱い」（平

成16年２月13日企業会計基準委員

会実務対応報告第12号）に従い、

法人事業税の付加価値割及び資本

割については販売費及び一般管理

費に計上している。この結果、販

売費及び一般管理費が2,892千円

増加し、営業利益、経常利益、税

引前当期純利益はそれぞれ2,892

千円減少している。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

区分 前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末 

※１ 有形固定資

産の減価償却

累計額 

(千円) 

827,001 

(千円) 

933,859 

(千円) 

880,532 

※２ 担保資産 (1）工場財団 (1）工場財団 (1）工場財団 

  
  
  (千円)

担保資産  

土地 2,692,142 

(計) (2,692,142)

  (千円)

担保資産  

土地 2,692,142 

(計) (2,692,142)

  (千円)

担保資産  

土地 2,692,142 

(計) (2,692,142)

  (2）共同根抵当権 (2）共同根抵当権 (2）共同根抵当権 

  
  
  (千円) 

担保資産   

建物 2,404,504 

土地 324,643 

(計) (2,729,147) 

同上に対する債務 

短期借入金 24,000 

長期借入金 192,060 

（一年内返済を含む） 

仕入債務 82,484 

長期預り金 3,051,666 

同興ニット株式会社（当
社の子会社）の長期借入
金       30,853 

(計) (3,381,063) 

  (千円)

担保資産  

建物 2,312,510 

土地 324,643 

(計) (2,637,153)

同上に対する債務 

短期借入金 8,000 

長期借入金 111,420 

（一年内返済を含む） 

仕入債務 49,731 

長期預り金 3,051,666 

同興ニット株式会社（当
社の子会社）の長期借入
金       18,338 

(計) (3,239,155)

  (千円)

担保資産  

建物 2,358,507 

土地 324,643 

(計) (2,683,150)

同上に対する債務 

短期借入金 8,000 

長期借入金 151,740 

（一年内返済を含む） 

仕入債務 127,293 

長期預り金 3,051,666 

同興ニット株式会社（当
社の子会社）の長期借入
金       23,336 

(計) (3,362,035)

※３ 仮払消費税

等及び仮受消

費税等の取扱

い 

 仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺のうえ、未払

消費税等として表示してい

る。 

 同左  該当なし。 

 ４ 受取手形割

引高 

(千円) (千円) (千円) 

30,027 30,028 30,002 



（中間損益計算書関係） 

  

  

  次へ 

区分 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

※１ 営業外収益の

うち 

(千円) 

  

(千円) 

  

(千円) 

  

受取利息 372 1,231 1,365 

※２ 営業外費用の

うち 

(千円) 

  

(千円) 

  

(千円) 

  

支払利息 3,201 2,579 4,697 

※３ 特別利益の内

容 

 該当なし。  該当なし。  貸倒引当金戻入額である。

※４ 特別損失の内

容 

 貸倒引当金繰入額7,306千

円及び減損損失1,271千円で

ある。 

 子会社投融資損失18,899

千円及び棚卸資産評価損

580,353千円である。 

 なお、棚卸資産評価損

は、ニットに関する縫製等

委託加工業務から撤退する

ことに伴い、経済的価値が

失われる棚卸資産について

評価を行ったものである。 

 子会社投融資損失19,486

千円及び減損損失1,271千円

である。 

※５ 減損損失  当中間期において、当社

は、愛知県丹羽郡大口町及

び名古屋市守山区の遊休土

地について減損損失を計上

した。 

 当社は事業の種類別によ

るグルーピングを行った。

なお事業の用に直接供して

いない遊休資産については

個別に取り扱った。 

 市場価額が下落した遊休

土地の帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少

額を減損損失（1,271千円）

として特別損失に計上し

た。 

 なお、回収可能価額は重

要性が乏しいため、路線価

を基にした正味売却価額に

より評価している。 

  

────── 

 当事業年度において、当

社は、愛知県丹羽郡大口町

及び名古屋市守山区の遊休

土地について減損損失を計

上した。 

 当社は事業の種類別によ

るグルーピングを行った。

なお事業の用に直接供して

いない遊休資産については

個別に取り扱った。 

 市場価額が下落した遊休

土地の帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少

額を減損損失（1,271千円）

として特別損失に計上し

た。 

 なお、回収可能価額は重

要性が乏しいため、路線価

を基にした正味売却価額に

より評価している。  

減価償却実施額 (千円) (千円) (千円) 

有形固定資産 58,387 56,542 116,782 

無形固定資産 303 283 612 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

１．借手側 １．借手側 １．借手側 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

──────  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

  ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

──────   ────── 

② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

  ② 未経過リース料期末残高相当

額 

──────   ────── 

③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

  ③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 
  
  (千円)

支払リース料 267 

減価償却費相当額 267 

  
  (千円)

支払リース料 267 

減価償却費相当額 267 

④ 減価償却費相当額の算定方法   ④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っている。 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っている。 

２．貸手側 ２．貸手側 ２．貸手側 

 オペレーティング・リース取引  オペレーティング・リース取引  オペレーティング・リース取引 
  
未経過リース料 (千円)

１年以内 395,714 

１年超 1,210,544 

合計 1,606,259 

  
未経過リース料 (千円)

１年以内 395,714 

１年超 814,830 

合計 1,210,544 

未経過リース料 (千円)

１年以内 395,714 

１年超 1,012,687 

合計 1,408,402 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間及び当中間会計期間並びに前事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはない。 

  

（重要な後発事象） 

前中間会計期間 該当なし 

当中間会計期間 

１．第三者割当増資  平成17年10月20日及び平成17年12月20日開催の当社取締役会において、第三者割当増資による新

株式の発行を決議いたしました。なお、詳細については中間連結財務諸表の重要な後発事象に記

載のとおりです。 

２．新株予約権発行  平成17年10月20日開催の当社取締役会において、新株予約権の発行を決議いたしました。なお、

詳細については中間連結財務諸表の重要な後発事象に記載のとおりです。 

前事業年度   該当なし 

  

  



(2）【その他】 

 訴訟 

大阪市都島区在住のユキｆリングこと富田常夫に対し寄託済の仕掛品等の返還を求める訴訟を平成17年９月29日に大阪地

方裁判所宛提起し、現在係争中である。 

  



第６【提出会社の参考情報】 

  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に次の書類を提出している。 

(1）臨時報告書 平成17年４月28日東海財務局長に提出 

   企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基づく臨時報告書である。 

(2）臨時報告書 平成17年６月16日東海財務局長に提出 

   企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基づく臨時報告書である。 

(3）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第83期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日東海財務局長に提出 

(4）有価証券届出書（第三者割当による増資）及びその添付書類   平成17年10月20日東海財務局長に提出 

(5）臨時報告書 平成17年11月15日東海財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号（財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事象の発生）に基づく

臨時報告書である。 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当なし。 

  

  



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月１６日

同 興 紡 績 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている同興紡績株式会社の

平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３

０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キ

ャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、同興紡績株式会社及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成

１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 川 脇 喜久雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 浦 山 章 二 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２２日

同 興 紡 績 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている同興紡績株式会社の

平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）に

係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、同興紡績株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成17年

４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 １．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成17年10月20日及び平成17年12月20日開催の取締役会において第三者割当

増資を決議した。 

 ２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成17年10月20日開催の取締役会において新株予約権の発行を決議した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 佐 藤   孝 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 渡 邉 泰 宏 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月１６日

同 興 紡 績 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている同興紡績株式会社の

平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第８３期事業年度の中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３

０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、同興紡

績株式会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９

月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 川 脇 喜久雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 浦 山 章 二 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２２日

同 興 紡 績 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている同興紡績株式会社の

平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第84期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）に係

る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、同興紡

績株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 １．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成17年10月20日及び平成17年12月20日開催の取締役会において第三者割当

増資を決議した。 

 ２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成17年10月20日開催の取締役会において新株予約権の発行を決議した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 佐 藤   孝 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 渡 邉 泰 宏 
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